
大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業実施要領
（目的）
第１条　大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業（以下「本事業」という。）は、大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業実施要領に基づき、大分県ＬＳＩクラスター形成推進会議（以下「推進会議」という。）の会員企業及び大学等研究機関からなる研究開発ワーキンググループが行う研究開発事業や調査研究事業に対し、その経費を助成することにより、会員企業の技術力向上と大分県ＬＳＩクラスターとしての競争力強化を図ることを目的として実施する。
（事業の内容）
第２条　この事業の内容、審査基準等は別表に掲げるとおりとする。
（事業実施計画の作成及び認定）
第３条　ワーキンググループを代表する企業等（以下「申請者」という。）は、事業認定申請書（第１号様式）に事業計画書等（第２号様式）及び直近の決算書類を添付し、別に定める応募要領の期日までに推進会議の会長（以下「会長」という。）に対して認定の申請を行うものとする。
２　大分県ＬＳＩクラスター形成推進会議設置規程第１９条第１項に規定する審査会により事業内容を審査のうえ、その結果を審査結果通知書（第３号様式）により通知するものとする。
（応募申請資格）
第４条　応募申請ができるワーキンググループは、次の条件をすべて満たさなければならない。
（１）　大分県ＬＳＩクラスター会員企業及び大学等研究機関からなる研究開発ワーキンググループであること。但し調査研究の場合は、県内に事業所を持つ大分県ＬＳＩクラスター会員企業単独でもよい。（以下「ＷＧ」という。）
（２）　大分県内の事業所がＷＧの中核として参加していること。
（３）　研究開発事業は、大分県内の事業所で事業化すること。
（事業の運営）
第５条　ＷＧは、研究開発目標の達成のため、効果的な事業執行に努めなければならない。
（事業の指導）
第６条　会長は、この事業の円滑かつ効果的な推進を図るため、ＷＧを指導するものとする。
（助成措置）
第７条　会長は、予算の範囲内において、ＷＧに対して事業に要する経費の一部を助成するもとする。
（ＷＧ申請者の責任）

第８条　ＷＧ申請者は、申請する研究開発事業の実施及び経理の執行に一切の責任を持ち、仮に中止した場合でも、すべての精算が終了するまでは、責任を持って対処すること。
（実績報告）

第９条　ＷＧは、事業が終了したときは、補助金交付要綱第９条に基づき会長に補助事業実績報告書を提出するものとする。
（成果の発表）
第10条　会長は、補助事業により行った事業の成果について必要があると認める時は、ＷＧに発表させることができる。
（その他）
第11条　この要領に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、会長が別に定めるものとする。
附則　この要領は平成１７年１２月１日から施行する。

附則　この要領は平成１８年４月１日から施行する。
附則　この要領は平成２１年４月１日から施行する。
　
附則　この要領は平成２４年２月８日から施行する。
附則　この要領は平成２４年４月１７日から施行する。
附則　この要領は平成２４年８月９日から施行する。

附則　この要領は平成２７年４月１日から施行する。

附則　この要領は平成２８年３月２２日から施行する。

附則　この要領は平成２９年４月４日から施行する。

別表　
	事業の内容
	事業実施主体
	審査科目
	補助率

	研究開発事業
	半導体を応用する分野の研究開発を行い事業化を目指す。
	大分県ＬＳＩクラスター会員企業及び大学等研究機関からなる研究開発ＷＧ。

	①研究内容

②事業化の可能性

③研究実施体制

④実施の確実性

⑤経済的効果

⑥その他の加点項目を考慮して選定する。
	新分野では2/3以内。
※新分野以外の研究開発では1/2以内となりますのでご注意下さい

	調査研究事業
	半導体を応用する分野の技術開発にチャレンジするための試作開発や市場調査等を行う。

	ＷＧまたは県内に事業所を持つ大分県ＬＳＩクラスター会員企業。
	①調査内容
②研究内容

③事業化の可能性

④経済的効果
⑤その他の加点項目を考慮して選定する。
	


※その他の加点項目：ワーク・ライフ・バランス充実の観点から以下の企業に対し加点します。
大分ワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰を受賞している（３点）

くるみん認定またはプラチナくるみん認定を受けている（申請中を含む）（２点）
しごと子育てサポート企業の認定を受けている（申請中を含む）（１点）

※新分野とはＩｏＴ，ロボット、車載デバイス、センサ、メディカル、ミニマルファブなどの技術分野です。

（第１号様式）
平成　　年度大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業認定申請書
平成　　年　　　月　　日
　大分県ＬＳＩクラスター形成推進会議　
　　　　　　  　会長　　            　殿
＜申請者＞ 
住　　　所
名　　　称
代表者職・氏名                           印
連絡担当者
電話番号
平成　　年度において、大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業を実施したいので、認定されるよう、大分県ＬＳＩクラスター形成推進会議研究開発事業実施要領第３条第１項の規程により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１．概要

	ワーキンググループ名
	

	研究開発テーマ名
（調査研究テーマ名）
	

	種　　別
	□研究開発単年度枠(□新分野,　□従来分野)
□調査研究単年度枠(□新分野,　□従来分野)

	申請額
	

	参加企業名
	

	大学等研究機関名
	

	事業の目的
	


２．添付書類
□事業計画書　　　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式）
□事業内容説明書　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式の２）
□申請額内訳　　　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式の３）

□収支予算書　　　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式の４）

□参加企業の直近の決算書類（損益計算書・貸借対照表）
（第２号様式 －ａ）
事業計画書（研究開発事業）
	ワーキンググループ名
	

	申請者名称

	

	住　　　　所
	  TEL　　　（　　　）　　　　   FAX   　　　（　　　）　　　　

	資本金・出資金
	
	 従業員
	人

人

	研究開発テーマ名

	

	事業内容
(研究開発内容)
	別紙事業内容説明書(第２号様式の２－ａ)のとおり

	研究開発の必要性
（目的・効果）
	  ※波及効果等を記載すること

	補助金の交付を
受けた実績
	 　有  無
※この研究開発テーマに関連して過去に交付を受けたり、申請中の他の補助金が
あれば、その名称、交付者、金額及び交付年月日を記載すること。

	事業の実施日程
	 開始予定　　年　　月　　日  完了予定　　年　　月　　日

	大学等研究機関に
おける実施内容
	  ※大学等研究機関の名称、担当研究者の所属及び氏名、研究機関等実施内容、
依頼形式(委托又は共同研究)を記述する


	研究開発の主な実施地
事業化の主な実施地
	


　　
（第２号様式の２－ａ）
事業内容説明書（研究開発事業）
１.　研究開発の概要
	(1)研究開発テーマ名
	　

	  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(2)研究開発の必要な理由
	

	　※行おうとする研究開発についての背景と、その研究開発の目的や必要性を説明



	(3)具体的な課題と研究開発の内容・手順
	

	 ※仕様書・図面等を添付し、解決すべき従来技術の課題とその解決法・本技術の違い・特徴を説明

	(4)知的財産権の対策状況等について
	

	※競合他社を含む知的財産権の調査状況及び対策案等について記載


	(5)研究開発スケジュール
	※研究項目を明確にして実施計画を組む

	

	
	研究項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	---------

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	---------
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	---------
	

	
	
	

	
	
	
	

	(6)成果の事業化計画・経済効果
	※研究開発しようとするものの事業化計画や経済効果を記載



	〔事業化した場合の売上高・収益の５カ年の増加見込み）〕　　               　（単位：千円）

項 目

　　　  年　

　　　　年

　　　　年

　　　 年

　　　 年

売上（増加分）

収益（増加分）



	(7)開発の基礎となるこれまでの研究等の蓄積
	

	※テーマに関連した開発実績を記載：必要により論文、パンフレット等の添付可
  

	(8)研究開発ワーキンググループの体制
	

	※研究開発ワーキンググループメンバー（他の企業や大学等研究機関の担当部署及び役割分担等）
研究開発についてどのような体制で取り組むのか、役割を明確にすること。




（第２号様式の３）

申請額内訳書
                                                                                                   （単位：円）
	経費区分
	補助事業に要
する経費
	補助対象経費　(消費税抜き)
	積算内訳
	備　考

	謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	

	構築物費
	
	
	
	

	機械装置・　工具器具費

	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	共同研究費　
	
	
	
	

	技術指導　受入費

	
	
	
	

	その他の　経費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


 注）委託する場合には、備考欄に委託先名を記名すること。

          補助対象経費は消費税抜きで記載のこと。ただし大学等との共同研究費については、

消費税を含むこともあるので事務局へ確認のうえ記入する。
（記載注意事項）             
	　　　　　補　　　助　　　対　　　象　　　経　　　費　　　
	補　助　率

	経　費　区　分
	内　　　　　　　容
	

	(1)謝金

	大学等研究機関（個人）への謝金
	新分野では2/3以内。

※新分野以外の研究開発では1/2以内となりますのでご注意ください。

	(2)旅費

	大学等研究機関（個人）への旅費、職員旅費 
	

	(3)原材料費
	主要原料、主要材料及び副資材の購入に要する経費  
	

	(4)構築物費
	構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する費用（外注を含む）

	

	(5)機械装置・
工具器具費
	機械装置(又は自社により機械装置を製作する場合の部品）又は工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要する費用（外注を含む）

	

	(6)外注加工費
	　原材料等の再加工及び設計等を外注する際(構築物、機械装置及び工具器具を外注により建造、改良等をさせる場合を除く）に要する経費

	

	(7)委託費
	大学等研究機関への委託に要する経費

	

	(8)共同研究費

	大学等研究機関との共同研究に要する経費
	

	(9)技術指導受入費
	産業財産権の導入に際し、これに伴う技術指導を受ける場合、又は外部からの技術指導を特に必要とする場合、技術者等に支払われる経費

	

	(10)その他の経費
	上記に掲げるもののほか、測定、分析、解析、試験、プログラム作成、調査研究等の委託に要する経費並びに産業財産権の導入に要する経費で、会長が特に認める経費

	


（第２号様式の４）
収　支　予　算　書
　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　（単位：円）
	区　　　分
	予算額
	備　　　考

	
	
	

	合　　　計
	
	


　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　（単位：円）
	区　　　分
	予算額
	備　　　考

	
	
	

	合　　　計
	
	


　
　　　　
第３号様式   　
平成　　年度大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業審査結果通知書
ＬＳＩ第 　　 　　号 
平成　　年　　 月　　日
殿
大分県ＬＳＩクラスター形成推進会議

会長　　　　　　　　　　　　　　印
　　　平成　　年　　月　　日付けで認定申請のあった平成　　年度大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業費補助金について、大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業実施要領第３条第２項の規定により下記のとおり審査結果を通知します。
記
１　ワーキンググループ名
２　研究開発テーマ（調査研究テーマ）
３　審査結果：採択　不採択　再審査（該当しないものを削除する）

・補助金額（内示額）　　　　　　円（採択以外の場合は削除する）
・大分県ＬＳＩクラスター研究開発事業費補助金交付申請書を平成　年　月　日までに提出してください。（同上）

４　審査結果の理由（採択の場合は「審査員コメント」と書き換える）
（第２号様式 －ｂ）
事業計画書（調査研究事業）
	申請者名称


	

	住　　　　所
	  TEL　　　（　　　）　　　　   FAX   　　　（　　　）　　　　

	資本金・出資金
	
	 従業員
	人

人

	調査研究テーマ名

	

	事業内容
(調査研究内容)
	別紙事業内容説明書(第２号様式の２－ｂ)のとおり

	調査研究の必要性
（目的・効果）
	  ※この調査により行う研究開発の目的・波及効果等を記載すること

	補助金の交付を
受けた実績
	 　有  無
※この研究開発テーマに関連して過去に交付を受けたり、申請中の他の補助金が

あれば、その名称、交付者、金額及び交付年月日を記載すること。

	事業の実施日程
	 開始予定　　年　　月　　日  完了予定　　年　　月　　日


　　
（第２号様式の２－ｂ）
事業内容説明書（調査研究事業）
１.　調査研究の概要
	(1)調査研究テーマ名
	　

	  

	(2)調査研究の必要な理由
	

	　※その調査研究についての背景と、その研究開発の目的や必要性、およびその調査によりどういう市場を形成したいのかを説明（ビジネスモデル）


	(3)具体的な課題と調査研究の内容・手段
	

	※調査により明らかにしたい課題と、調査の方法・手段・手順・対象（調査先）等を説明
※調査研究を自社で行うのか、他社への委託を含むのか。またその場合はメンバー（他の
企業や調査機関の担当部署及び役割分担等）


	(4)知的財産権の対策状況等について
	

	※競合他社を含む知的財産権の調査状況及び対策案等について記載


	(5)調査研究スケジュール
	※調査項目を明確にして実施計画を組む

	

	
	調査項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	---------


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	---------
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	---------
	

	
	
	

	
	
	
	

	(6) 研究内容
	※調査の結果行おうとする研究開発の内容について記載


	

	(7) 成果の事業化計画・経済効果
	※調査の結果研究開発しようとするものの事業化計画や経済効果を記載

	〔事業化した場合の売上高・収益の５カ年の増加見込み）〕　　               　（単位：千円）

項 目

　　　  年　

　　　　年

　　　　年

　　　 年

　　　 年

売上（増加分）

収益（増加分）



	(8) 開発の基礎となるこれまでの研究等の蓄積
	

	※テーマに関連した開発実績を記載：必要により論文、パンフレット等の添付可



